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 2012年３月に閣議決定された土地改良長期計画において、土地改良施設の耐震強化を推進す

る方針が打ち出され、全ての国営農業用ダムを対象に、総合的な安全性評価が実施されている。

本稿では、1991年度より供用が開始されている上磯ダムを対象に実施した総合的な安全性評価

（健全性の確認、耐震性能照査）について、中心コア型フィルダムの事例として報告する。 
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1.  はじめに 

 2016年４月の熊本地震、2018年９月の北海道胆振東部

地震など、日本各地で大規模地震が発生し、ダムを含む

農業用施設に大きな被害が生じている。今後、南海トラ

フ地震や首都直下型地震など巨大地震の発生が危惧され

る中、社会資本の防災・減災、国土強靱化の取組の重要

性が一層増している。2012年３月に閣議決定された土地

改良長期計画より農業用ダムの耐震性能照査について明

記され耐震性能照査が進められているが、新たな土地改

良長期計画（2021年３月23日閣議決定）でも、政策目標

として、「頻発化・激甚化する災害に対応した排水施設

整備・ため池対策や流域治水の取組等による農業・農村

の強靱化」を掲げており、農業用ダムを含む農業水利施

設の耐震対策、既存ダムの洪水調整機能強化、流域治水

の取組を行うこととしている。 

このような背景を踏まえ、国営上磯土地改良事業で造

成された「上磯ダム」について、堤体の耐震性能照査を

行うために2020年～2022年度に調査試験及び解析を実施

した。本稿では、中心コア型フルダムである上磯ダムに

おいて行った総合的な安全性評価の過程及び結果につい

て報告する。 

 

2.  上磯ダムの概要 

(1)   ダム概要 

図-1  上磯ダムの位置図 

 
 
上磯ダムは、戸切地川に建設した総貯水量3,620,000m3、

堤頂長408.0m、堤高32.0mの中心コア型フィルダムであ

る。建設工事は1974年に着工し、1991年に完成している。 

写真-1  上磯ダムの全景 
 
(2)   地形、地質概要 
 ダムサイトは渡島山地が函館平野に接する南端部の山

岳地帯から丘陵地帯への移行部で流域幅が最も狭窄され

た戸切地川の中流域に位置する。丘陵性山地の東側には

段丘地形や扇状地地形の発達した広大な緩斜面が広がり、

その末端は函館平野に接する。 
 ダムサイトの基盤を構成する地質は、新第三紀鮮新世

の「富川層」（礫岩、砂岩、シルト岩の互層）からなり、

これを覆って第四紀洪積世の段丘堆積層、沖積世の崖錐

堆積層、河床砂礫および表土が広く分布する。ダムサイ

トの西部～北西部には先新第三紀の粘板岩・石灰岩等の

堆積岩および花崗岩類が所々に露出する。北部には火成

岩・火山岩が分布し、やや開析の進んだ山地地形をなし

ている。 
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3. 健全性の確認 

(1)  設計施工内容の確認 

 ダムの技術資料として、事業誌、河川協議図書、一部

使用協議図書、完成検査図書、竣工図等が残されており、

これらに基づきダムサイトの地質、基礎掘削・堤体・基

礎処理・洪水吐等の設計施工内容を確認した。 

 基礎処理の施工範囲は、地山地下水位及び地層分布を

考慮して決定しており、河床部及び左右岸地山について

浸透流解析を行い、施工範囲の妥当性や水理的安定性

（浸透流速、動水勾配）を確認している。 

堤体の盛立は、品質管理試験結果（現場試験）から、

乾燥密度、含水比、D値（95%以上）は設計値および施工

管理基準値を満足している。なお、透水係数については、

不透水性材料に要求される一般値1.0×10-5cm/s以下を満

たしていることから、遮水機能を確保していることを確

認している。 

 上磯ダムの安定計算（レベル１地震動に対する耐震性

能照査）は、現況の堤体の安定性を検証するため、浸潤

線観測の結果と品質管理試験結果および既往調査結果を

用いて円形すべり面スライス法により行った。安定計算

の結果、堤体上下流面ともに所要の安全率1.2を上回っ

ているため、堤体の安全性は確保されていると判断でき

る（表-1,図-2,図-3）。 

表-1 安定計算結果 

 

図-2  安定計算結果図（上流側） 

 

図-3  安定計算結果図（下流側） 

(2)  現況施設の調査及び計器観測値の確認 

現況施設の経年的な劣化の進行やこれに伴う性能低下

状況を把握するため、ダム堤体、貯水池内・堤体周辺の

法面・斜面等に関する現地調査を行った。その結果、堤

体の安全性に関わるような変状は生じていないことを確

認した。なお、堤体洪水吐についてはいずれも局所的で

はあるが、ひび割れや継ぎ目部の損傷等の変状が確認さ

れたものの、堤体の安全性に関わるような変状は生じて

いないことを確認した。 

また、浸透量、浸潤線観測孔、表面変位の各観測計器

の観測結果について分析を行った。その結果、浸透量は

試験湛水後の1991年～1993年の間増加傾向を示していた。

これは試験湛水時に左岸地山に残っていた未飽和部分が

飽和したためであると判断しており、その後の挙動は収

束し、安定していることを確認した。浸潤線観測孔につ

いては、連続データがないため詳細の挙動状況の把握ま

では至らないが、安定した挙動を示していることを確認

した。表面変位の挙動は、一般的な変位量の範囲（水平

変位量：堤高の0.05％～0.3％程度、鉛直変位量：堤高

の0.1％～0.3％程度）内であり、近年は収束傾向にある

ことから、堤体は力学的に安定した状態にあることを確

認した。 
 
(3)  浸透量観測施設で捕捉する浸透量の割合の確認 

a)浸透量観測に関する特徴 

上磯ダムの浸透量観測施設は、河床砂礫を通る浸透水

をキャッチするための止水壁が設けられているが、系統

別（堤体、基礎（河床砂礫を含む）、左右岸地山）に分

けて計測ができる構造ではない（図-4）。そのため、浸

透量観測施設で捕捉する浸透量のそれぞれの割合につい

て確認を行った（図-5）。 

 
図-4  堤体下流側平面図 

 

 
図-5  浸透量区分図 

 
b)堤体及び基礎からの浸透量 

堤体及び基礎からの浸透量については、本堤築堤後

（1987年度）に実施した浸透流解析により算出した浸透
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量を採用した。なお、採用の判断にあたり、解析による

浸潤線水位と不透水性材料に配置されている浸潤線観測

孔の実測値（直近５箇年の最大値）を比較し、概ね同程

度の水位であることを確認した。 
 
c)左右岸地山からの浸透量の算出 

左右岸地山は、本堤築堤後に堤体及び基礎と同様に有

限要素法（FEM）による浸透流解析を行い、解析結果に

より得られる浸透流速、動水勾配を検討しパイピング等

に対する安全性を確認している。 

右岸地山部の全迂回浸透量は、浸透流解析で算出した

浸透流速に対し、洪水吐上流端のグラウチング範囲の幅

を乗じて求めた。 
 左岸地山部の全迂回浸透量は、常時満水位と地下水位

との交点と左岸リムグラウチング端部との距離を乗じて

求めた。 
 
d)浸透量の分析結果 

浸透流解析結果から、本ダムの常時満水時における全

浸透量は表-2に示すとおりであり、本ダムの浸透量の約

７割程度が河床砂礫を含む基礎からの浸透量となる。な

お、堤体からの浸透量は全浸透量の約２割程度である。

実測浸透量との比較では、直近５ヵ年の常時満水時の降

雨および融雪影響を受けていない期間における浸透量が

100～150 ㍑/min 程度であり、浸透流解析結果で求めら

れた浸透量に対して約68～102％（実測値/解析値：

100/146.45～150/146.45）であった。 

本ダムの浸透量観測施設は、止水壁によって堤体下流

に残置している河床砂礫内の浸透水も捕捉出来るような

構造となっており、現況の浸透量観測においては、浸透

流解析結果で求められた浸透量の最低でも約７割程度を

捕捉していると推定した。 
表-2 浸透流解析結果

 
 

浸透流解析結果では、堤体からの浸透量が全浸透量の

２割程度であることから、浸透量の管理だけでは堤体の

損傷有無を見逃す可能性があるため、地震発生時には浸

透量観測施設での浸透量の増減とにごりの有無の確認と

あわせて、不透水性ゾーンに配置されてる浸潤線観測孔

（SP320‐1）の水位を確認して管理を行っていくことが

必要であることを確認した。 
 
 
4.  レベル２地震動に対する耐震性能照査 

(1)  要求性能 

レベル２地震動（現在から将来にわたって当該地点

で考えられる最大級の強さを持つ地震動強さ）に対して

要求される耐震性能としては、「地震によりダムに構造

的な損傷が生じた場合でも構造的な損傷が修復可能であ

り、ダムの貯水機能、放流機能が維持されること」とさ

れている。１） 

 具体的には、初期応力解析、地震応答解析の結果を考

慮したすべり安定解析により、すべり破壊に対する安全

率が1.0以上となること、又は、安全率が1.0未満となっ

た場合においても、すべり土塊の変位量が許容値（一般

的な目安として1.0m）未満であること等である。なお、

上記の条件を満足しない場合、より詳細なすべり土塊の

変位量の確認や浸透破壊に対する安全性の検討を行うこ

ととされている。 

 
(2)  レベル２入力地震動の設定 

 耐震解析に用いる入力地震動は、「内陸活断層型」と

「プレート境界型」の２タイプとする。入力地震動の設

定に当たっては、地震動の波形形状を規定する位相特性

と、地震動の強さを規定する振幅特性を設定する必要が

ある。入力地震動の設定にあたっては、想定される地震

断層により生じる地震動、既往の地震動、地域の防災計

画において想定されている地震動等の情報を十分に収集

し、設定した（表-3）。 

 

表-3  入力地震動 

 
(3)  解析モデル及び解析パラメータの設定 
a)解析モデル 
本ダムの解析モデル（図-6）は、最大断面である堤体

標準断面図を基に作成している。解析領域は、解析モデ

ル境界の影響を緩和するため、「水平方向は堤敷幅の５

倍」「鉛直方向は堤高の３倍」とした。基盤の境界条件

については、反射波を吸収するため、解析範囲下端と開

放基盤との間をダッシュポットでつなぐ弾性基盤とした。

側方境界条件については、自由地盤とダッシュポットで

つなぐ粘性境界とした。 
 
b)解析パラメータ 
 解析パラメータの設定は、2019年度実施の調査値・試

験値、品質管理値、既往解析モデル設定値を主として用

いることとし、それがないものについては文献からの一

般値を採用した（表-4,表-5）。 
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表-5 動的解析パラメータ一覧表 

(4)  初期応力解析 
 非線形弾性モデルによる応力変形解析を行い、盛立完

了後の堤体内応力状態を再現した。さらに、盛立完了後

の応力状態で上流側半透水性材上流面に貯水圧を作用さ

せて湛水時の応力状態を再現した。また、湛水解析では、

二次元定常飽和・不飽和浸透流解析を実施して、浸透力

及び浮力に相当する物体力を重ね合わせ、貯水時の初期

応力を求めた。 

 応力変形解析では、非線形弾性モデルによるパラメー

タをDuncan-Chang の方法によって設定し、60段階の築堤

過程を考慮した。 

 

a)結果・考察 
 

 

 

 

 

築堤解析の結果、仮締切天端部付近の透水性材料の沈

下量が大きく、他ダムで確認されている沈下量分布図と

異なった（図-7）。透水性材料においては、2019年度に

採取した供試体の粒度と現場粒度に差がある（図-8）こ

とから、パラメータが過大評価されていることが考えら

れる。なお、透水性材料と同様に半透水性材料の非線形

パラメータも2019年度の土取場調査結果から設定してい

るが、供試体粒度と現場粒度に大きな差異がない（図-

9）ことから、パラメータは過小評価等がされておらず

施工されている材料と同程度の物性値が設定されている

と判断される。以上の要因を確認する目的から、参考検

討として透水性材料の非線形パラメータを文献値に変更

した場合の築堤解析を実施した（図-10）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-4 初期応力解析パラメータ一覧表 

図-7  鉛直変位分布図（2019年度採取の試料採取結果採用） 

図-6 解析モデル及び動的解析の境界条件（拡大図） 
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図-10 鉛直変位分布図（文献値採用） 

 

図-8  透水性材料の粒度分布図 
 

文献値を採用した築堤解析において、特異な沈下量分

布図を示さないことから、仮締切天端付近で最も大きな

沈下が発生した要因は、以下の２点であると考察した。 
①透水性材料の非線形パラメータを三軸圧縮試験結果に

よって設定したことで、施工されている材料よりも細粒

側の材料の値となり透水性材料の剛性が一般値よりも小

さくなったこと。 

②本ダムのゾーニングが上流側にのみ透水性材料を配置

しているため、仮締切天端部に荷重がかかりやすい構造

であること。 
 
(5)  地震応答解析 
a)内陸活断層型地震 
 内陸活断層型の想定地震波を入力地震動とした動的解

析結果は、最大加速度分布を確認するとダム基礎部の水

平加速度が636.0galであるのに対して、天端中央部では

1621.6galであり、応答倍率は約2.55倍であった（図-

11）。 

図-11  最大加速度分布（内陸活断層型地震） 

 
b)プレート境界型地震 
 プレート境界型の想定地震波を入力地震動とした動的

解析結果は、最大加速度分布を確認するとダム基礎部の 
水平加速度が284.0galであるのに対して、天端中央部で 

 

 

 

 

は1125.6galであり、応答倍率は約3.96倍であった(図-

12)。 

図-12  最大加速度分布（プレート境界型地震） 

 
(6)  すべり変形解析 
a)円弧の設定 
すべり変形解析における円弧は、「国交省国土技術政

策総合研究所資料大規模地震に対するダムの耐震性能に

関する資料2005年３月」にしたがって設定した４ケース

及び、「レベル１安定計算時の円弧」と「常時満水位置

標高の上流面を始点とした下流すべりの円弧」（図-

13）の２ケースを加えた６ケース設定した。 

 

図-13  常時満水位置標高の上流面を始点とした 

下流すべりの円弧形状 

図-9  半透水性材料の粒度分布図 
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b)結果 

 ニューマーク法、渡辺・馬場法による最大土塊変位量

（沈下量）を整理した（表-6,表-7）。 

整理の結果、内陸活断層型、プレート境界型ともに安

全率1.0を下回る円弧があり、内陸活断層型地震のレベ

ル１円弧では沈下量が許容値の目安とされる1.0m以上で

あった。ただし、レベル１円弧は透水性材料のみを通過

するすべりであることから、遮水機能に影響を与えない

が、大規模地震発生時には留意が必要である。遮水性に

関わる材料（不透水性材料および半透水性材料）を通過

するすべりによる沈下量は1.0m未満であることから、続

けて、耐震性能照査マニュアルに従い、「すべり浸透破

壊に対する検討」を実施した。 

 

表-6 透水性材料のみ通過する円弧 

 

 

表-7  不透水性材料及び半透水性材料を通過する円弧 

 

 

 

(7)  すべり浸透破壊に対する検討 

すべりが発生した場合、すべり線（せん断帯）に沿っ

た集中的な浸透が生じ、浸透破壊が生じる危険性が想定

される。この際の、作用力は浸透力、抵抗力はすべり線

（せん断帯）でのせん断抵抗となる。 

浸透破壊に対する検討結果として、上磯ダムは非常放

流設備によって常時満水位から遮水ゾーン内すべりの始

点水位まで短期間（放流日数3.5日）で水位を低下させ

ることが可能であることを確認した。また修復方法につ

いても、本ダムはフィルダムであり、地震によって変位

した部分を再盛立することが可能であると判断される。 

以上のことから、本ダムはレベル２地震動によって変

位が生じるものの、浸透破壊を引き起こす可能性はなく、

貯水機能を維持し速やかな修復が可能であると判断でき

る。 
 

5.  おわりに 

上磯ダムにおいて総合的な安全性評価（健全性の確認

とレベル２地震動に対する耐震性能照査）を実施した結

果、堤体の安定性に関わるような変化は生じていないこ

と及び、耐震性能照査マニュアルに基づく所要の耐震性

能を有していることを確認した。なお、今後特に留意し

て監視を行っていくべき点としては、堤体のすべり沈下

および変状を確認するための浸潤線水位や浸透量、洪水

吐の湧水箇所および移行部の左岸側側壁エフロレッセン

ス等が挙げられた。今後の維持管理において、適切な対

応がとれるよう、施設管理者と認識の共有を図ることが

重要だと考える。 

農業用ダムのような土地改良施設は、農業生産活動を

通じて農家の所得を確保するための重要な生産資源であ

る。また、これらの生産資源は、農家の所得確保の手段

としてのみならず、食料生産や流域治水等の役割を担う

国土保全の基礎であり、社会的共通資本として適切に整

備していくことは、忍び寄る危機に対処する上で不可欠

である。 

 本稿における、上磯ダムの総合的な安全性評価は、入

力地震動の設定等において、制約条件を踏まえた現時点

で得られた知見に基づく二次元断面に対する評価である。

本報告が中心コア型フィルダムの耐震性能照査の一事例

として参考となると共に、今後、多くの照査実績データ

に基づいた持続的な研究・開発の成果を得ていき、農業

用ダムのような重要な社会インフラ機能が、適切に保全

管理されていくことを期待したい。 
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